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Ⅰ 平成28年度当初予算の概要 

 

１ 予算編成の背景  

 

（１）国の予算編成状況 

国においては、経済再生と財政健全化の両立を実現する予算として、一億総活

躍社会の実現、地方創生の本格展開、持続可能な社会保障制度の確立、事前防災・

減災対策の充実や老朽化対策など国土強靭化の推進をはじめ、復興ステージに応

じた課題に対応し、復興を加速化することなどを基本に編成された。 

 

（２）地方財政対策 

   地方が地方創生等の重要課題に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことが

できるよう、地方交付税等の一般財源総額について平成27年度を0.1兆円上回る

額を確保するとともに、復興・創生期間においても、復旧・復興事業等について

は通常収支とは別枠で整理し、震災復興特別交付税を確保することを基本に地方

財政対策が行われた。 

  ①通常収支分 

○ 地方財源の確保 

一般財源総額 61兆6,792億円（＋0.2％） 

○ 地方交付税の確保 

地方交付税   16兆7,003億円（△0.3％） 

○ 重要課題対応分（仮称）の創設 

自治体情報システム改革など対応必要経費 2,500億円（皆増） 

○ まち・ひと・しごと創生事業費の確保 

平成28年度においても引き続き1兆円確保 

○ その他 

地方財政の健全化、公共施設の老朽化対策の推進等 

  ②東日本大震災分 

○ 震災復興特別交付税による措置 

直轄・補助事業の地方負担分、地方単独事業分、地方税等の減収分を措置

するため4,802億円確保 

【参考】実質的な地方交付税総額の推移（単位：兆円）
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

実質的な地方交付税 17.8 18.2 21.0 24.6 23.6 23.6 23.3 22.5 21.3 20.5
うち地方交付税 15.2 15.4 15.8 16.9 17.4 17.5 17.1 16.9 16.8 16.7
うち臨時財政対策債 2.6 2.8 5.1 7.7 6.2 6.1 6.2 5.6 4.5 3.8
＊地方交付税には、震災復興特別交付税は含んでいない。  
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２ 平成28年度当初予算の概要 

（１）予算編成の基本的な考え方 

平成28年度予算は、 

 

新生南相馬市創生 新たなステージに挑戦する予算  

  

として、行政経営方針に掲げる２つの最重点方針及び３つの重点方針に基づく

施策の推進を基本に編成した。 

 

○行政経営方針に掲げる５つの方針に基づく重点施策の推進 

 

①～最重点方針１ 復興事業の優先的実施～ 

 
     

 

 

 

 

 

 

②～最重点方針２ 避難指示区域の再生～ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○除染の推進 

○災害に強い都市基盤の整備 

○農業の再生と振興 

○再生可能エネルギーの活用促進 

〇その他 

○生活環境の整備 

○医療・福祉体制の確保 

○小中学校、幼稚園、保育園の再開 

○公共交通対策 

○コミュニティ再生支援 

○その他 
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③～重点方針１ 地域の絆づくりと安心生活の再生～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④～重点方針２ 未来を担う人を育む環境の充実～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤～重点方針３ 若い世代の定住の促進～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市民活動の活性化 

〇地域コミュニティの再生と新たな地域の絆の形成 

〇高齢者が健康で生きがいをもって生活できる環境の整備 

〇健康管理対策の推進 

〇放射線に関する情報提供 

〇地域医療・福祉提供体制の充実 

〇暮らしの安全と防災施設の充実 

〇公共交通の充実 

〇その他 

○未来を担う地域リーダーの育成 

○子供の医療環境の確保 

○子育て世代が安心して出産・育児ができる環境整備 

〇生きぬく力の育成 

〇その他 

○移住・定住の促進 

○魅力的な就労の場の確保 

○地域における創業支援 

○街なか賑わいの創出 

〇交流人口の拡大 

〇その他 
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（２） 一般会計の予算概要 

  ①予算規模  

 一般会計の予算規模は、１，０２３億１，５９８万５千円となった。 

 対前年度当初比１０７億３，７６１万円増（11.7％増） 

＊実質的な当初予算ベースとするため平成22年度は補正後としている。 

 

 

 

【参考：全会計の予算規模】 
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市税：億円予算規模：億円

年度

一般会計予算規模と市税の推移

予算規模 市税

区　　　分 平成２８年度 平成２７年度 増減額 増減率

一般会計 102,315,985 91,578,375 10,737,610 11.7

特別会計（11会計） 23,716,417 21,276,782 2,439,635 11.5

公営企業会計（4会計） 13,072,381 14,358,400 △ 1,286,019 △ 9.0

計 139,104,783 127,213,557 11,891,226 9.3

（単位：千円、％）
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【予算規模の内訳】 

 

平成28年度 

一般会計当初予算 

1,023億円 

（H27比+107億円 

+11.7％増） 

 

うち 

震災関連事業 

 

（東日本大震災対

策費 

原子力災害対策費 

災害復旧費） 

 

754億円 

（H27比+95億円

+14.5％増） 

 

最重点方針1    

復興事業の優先的実施 
629億円 

最重点方針2    

避難指示区域の再生 
46億円 

重点方針1     

地域の絆づくりと安心生活の再生 
23億円 

重点方針2        

未来を担う人を育む環境の充実 
18億円 

重点方針3        

若い世代の定住の促進 
48億円 

その他の復興事業 28億円 

うち 

通常事業 

 

269億円 

（H27比+12億円

+4.7％増） 
その他    

人件費、その他の通常事業など 
231億円 
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②予算のフレーム 

震災復興特別交付税

一般財源
1,023億円

19億円

事業費 財源

震災関連事業

（東日本大震災対策費
原子力災害対策費
災害復旧費）

国県補助金、復興交付金基金繰入
金、起債、使用料など

677億円

57億円

754億円 みらい夢基金繰入

1億円

復旧・復興基金繰入金

3億円

0億円

通常事業

国県補助金、地域振興基金繰入金、起債、使用

料など

69億円

震災復興特別交付税

18億円

269億円 一般財源

179億円

財政調整基金繰入金
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③歳入予算の特徴 

 

市税において、法人市民税の増加や固定資産税で建築棟数の増加などから増収

となる一方、普通交付税が減少。 

また、東日本大震災及び原子力災害に係る復旧・復興事業の進捗に伴い、国庫

支出金、繰入金、市債などが減少、県支出金では除染対策事業交付金が大幅な増

となった。 

 

・市   税  ８２億４９百万円 対前年度比  5億52百万円増 7.2％増 

現年課税分では法人市民税で復旧・復旧工事の進捗に伴い建設業を中心と

する特定業種の収益増加による3億29百万円の増、たばこ税で消費本数が増

加していることなどにより90百万円の増、固定資産税で建築棟数の増加な

どに伴う1億5百万円の増などによる。 

 

・地方交付税 １３３億６１百万円 対前年度比 7億98百万円増 6.4％増 

普通交付税で税収などの収入の増に伴う7億32百万円の減、震災復興特別交

付税で災害廃棄物処理代行事業負担金に係る措置額の増などによる15億31

百万円の増などによる。 

 

・国庫支出金  ９０億５３百万円 対前年度比  △5億9百万円 △5.3％  

災害廃棄物処理事業費補助金で事業の進捗に伴う総量の減などに伴う16億

65百万円の減、過年発生公共土木施設災害復旧費補助金4億48百万円の減な

どによる。 

 

・県支出金 ５８３億８６百万円 対前年度比 136億71百万円増  30.6％増 

除染対策事業交付金で農地除染の除去物量増加及び線量の高い箇所の追加

除染の除去物保管のための仮置場整備などに伴う133億69百万円の増、福島

県災害廃棄物処理基金事業補助金9億19百万円の増などによる。 

 

・繰 入 金  ７１億１５百万円 対前年度比 △18億35百万円 △20.5％  

東日本大震災復興交付金基金繰入金で災害公営住宅整備事業の終了などに

伴う39億85百万円の減、東日本大震災復旧・復興基金繰入金3億4百万円の

減などによる。 

 

・市   債  １７億５５百万円  対前年度比 △15億34百万円 △46.6％ 

原町第三小・大甕小・太田小・石神二小校舎耐震改修事業の終了に伴う4

億35百万円の皆減、災害公営住宅建設事業債の終了に伴う6億73百万円の皆

減などによる。 
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一般会計歳入財源区分表

（単位：千円　・　％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

市 税 8,248,921 8.1 7,696,846 8.4 552,075 7.2

地 方 交 付税 13,361,234 13.1 12,562,859 13.7 798,375 6.4

そ の 他 4,028,262 3.9 3,582,701 3.9 445,561 12.4

小　　計 25,638,417 25.1 23,842,406 26.0 1,796,011 7.5

国 庫 支 出金 9,052,523 8.8 9,561,041 10.4 △ 508,518 △ 5.3

県 支 出 金 58,385,842 57.1 44,714,595 48.8 13,671,247 30.6

市 債 669,400 0.7 2,289,886 2.5 △ 1,620,486 △ 70.8

そ の 他 8,569,803 8.3 11,170,447 12.3 △ 2,600,644 △ 23.3

小　　計 76,677,568 74.9 67,735,969 74.0 8,941,599 13.2

102,315,985 100.0 91,578,375 100.0 10,737,610 11.7

自 主 財 源 17,967,907 17.6 19,961,093 21.8 △ 1,993,186 △ 10.0

依 存 財 源 84,348,078 82.4 71,617,282 78.2 12,730,796 17.8

合　　計 102,315,985 100.0 91,578,375 100.0 10,737,610 11.7

　＊市債のうち臨時財政対策債は、一般財源『その他』に含まれる。 　

　＊一般財源『その他』の主なもの・・・地方消費税交付金、地方譲与税、繰越金

　＊特定財源『その他』の主なもの・・・繰入金（基金繰入金）

平成27年度
当初予算額

区　　分

合　　　計

自
主
財
源
比
率

増減率

一

般

財

源

比　較

平成28年度
当初予算額

特

定

財

源
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④歳出予算の特徴  

      

  災害公営住宅の完成や防災集団移転促進事業が進捗したことなどにより一部

事業費が減少した一方、除染事業の推進や旧警戒区域内農地等災害復旧の本格化

に伴う事業費が増加。さらに、南相馬市テニスコート増設事業や避難指示解除に

向けた復興関連道路整備事業など『新生南相馬市の創生の年』の実現に向けた予

算を計上し、全体で１０７億３８百万円（11.7％）の増となった。 

 

ⅰ）目的別歳出予算 

・総 務 費   ５８億２８百万円 対前年度比 △ 4億35百万円    △6.9％ 

           東日本大震災復興交付金基金積立金7億34百万円の減、公共施設再生可能

エネルギー等導入事業4億58百万円の減、帰還環境整備交付金基金積立金

6億70百万円の皆増などによる。 

 

・民 生 費  ６３６億５１百万円 対前年度比   136億97百万円増  27.4％増 

災害廃棄物処理対策事業18億59百万円の減、農地除染事業3億93百万円の

減、除去土壌等仮置場設置管理事業72億49百万円の増、生活圏除染事業

33億70百万円の増、事後モニタリング・フォローアップ除染事業31億49

百万円の皆増、災害廃棄物処理代行事業負担金20億37百万円の皆増など

による。 

 

・衛 生 費   ３９億５３百万円 対前年度比  △ 3億64百万円    △8.4％ 

病院事業会計負担金2億39百万円の減、ごみ焼却施設基幹的整備改良事業

1億98百万円の減などによる。 

 

・農林水産費   ５７億５８百万円 対前年度比  △22億27百万円   △27.9％ 

植物工場整備事業10億27百万円の減、福島県営農再開支援事業補助金8

億90百万円の減、ふくしま森林再生事業2億60百万円の減、農業水利施設

等保全再生事業1億70百万円の増、農山村地域復興基盤総合整備事業負担

金1億14百万円の増などによる。 

 

・商 工 費   ４５億２９百万円 対前年度比    27億 9百万円増 148.9％増 

工場用地等整備事業特別会計繰出金28億27百万円の増などによる。 

 

・土 木 費   ６２億４８百万円 対前年度比  △35億35百万円  △36.1％ 

災害公営住宅整備事業22億59百万円の皆減、防災集団移転促進事業19億

29百万円の減、社会資本整備総合交付金事業（復興）(河川、道路)4億25

百万円の増、復興関連道路整備事業1億16百万円の皆増などによる。 
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・教 育 費   ４９億６６百万円 対前年度比      △12百万円    △0.2％ 

原町第三小・大甕小・太田小・石神二小校舎耐震改修事業7億46百万円の

皆減、南相馬市テニスコート増設事業3億60万円の皆増、ICT利活用教育

推進事業1億54百万円の増、文化財施設表土改善事業1億48百万円の皆増、

小中学校トイレ洋式化事業96百万円の皆増などによる。 

 

・災害復旧費   ２５億６１百万円 対前年度比    17億10百万円増 201.2％増 

過年発生公共災害復旧事業（農地農業用施設）17億33百万円の皆増など

による。 

金額 構成比 金額 構成比

1 議 会 費 246,360 0.2 266,470 0.3 △ 20,110 △ 7.5

2 総 務 費 5,827,826 5.7 6,262,373 6.8 △ 434,547 △ 6.9

3 民 生 費 63,650,550 62.3 49,953,439 54.5 13,697,111 27.4

4 衛 生 費 3,953,210 3.9 4,317,522 4.7 △ 364,312 △ 8.4

5 労 働 費 241,001 0.2 647,054 0.7 △ 406,053 △ 62.8

6 農林水産費 5,757,832 5.6 7,985,289 8.7 △ 2,227,457 △ 27.9

7 商 工 費 4,528,961 4.4 1,819,613 2.0 2,709,348 148.9

8 土 木 費 6,247,928 6.1 9,783,095 10.7 △ 3,535,167 △ 36.1

9 消 防 費 1,266,590 1.2 1,089,206 1.2 177,384 16.3

10教 育 費 4,965,746 4.9 4,977,726 5.4 △ 11,980 △ 0.2

11災害復旧費 2,560,551 2.5 850,191 0.9 1,710,360 201.2

12公 債 費 2,969,430 2.9 3,526,397 3.9 △ 556,967 △ 15.8

13予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.2 0 0.0

合　　計 102,315,985 100.0 91,578,375 100.0 10,737,610 11.7

一般会計歳出目的別予算額の状況
（単位：千円 ・ ％）

款

平成２８年度
当初予算額

平成２７年度
当初予算額 比較 増減率
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ⅱ）性質別歳出予算 

ア 義務的経費  １１９億４３百万円 対前年度比 △3億16百万円 △2.6％ 

 

・人 件 費   48億73百万円 対前年度比 △1億56百万円 △3.1％ 

           定年退職者数の減に伴う退職手当98百万円の減、任期付職員に係る職員

給与費61百万円の減などによる。 

【医療職を除いた職員数の状況】 　（単位 ： 人 ）

区分 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ H２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８
一般職員 681 663 630 612 563 615 648 656 648
退職者 31 41 18 73 36 37 54 48
採用者 13 8 0 24 88 70 62 40
職員数増減 △ 18 △ 33 △ 18 △ 49 52 33 8 △ 8
※Ｈ27、Ｈ28の数値は見込みである。

※Ｈ23採用者には再任用職員を含み、Ｈ24以降の退職者、採用者には再任用職員及び任期付職員を含む。  

 

・扶 助 費   41億円 対前年度比 3億96百万円増 10.7％増 

臨時福祉給付金給付事業1億89百万円の増、認定こども園施設型給付・地

域型保育給付事業1億1百万円の皆増、私立幼稚園施設型給付事業57百万円

の増、障がい者自立支援給付事業45百万円の増、児童委託負担金50百万円

の減、災害弔慰金38百万円の減、児童手当支給事業37百万円の減などによ

る。 

 

・公 債 費   29億70百万円 対前年度比 △5億57百万円 △15.8％ 

          平成27年度に実施する繰上償還に伴う償還元金3億69百万円の減などに

よる。 

 

イ 投資的経費  １１７億９７百万円 対前年度比 △28億8百万円 △19.2％ 

  

・補助事業    67億5百万円 対前年度比 △45億31百万円 △40.3％ 

災害廃棄物処理代行事業負担金20億37百万円の皆増、社会資本整備総合

交付金事業（復興）3億71百万円の増、災害公営住宅整備事業22億4百万

円の皆減、防災集団移転促進事業19億29百万円の減、小学校校舎耐震改

修事業7億46百万円の皆減、植物工場整備事業6億88百万円の減、水産業

共同利用施設復興整備事業3億85百万円の減などによる。 

 

・単独事業    23億84百万円 対前年度比 △1億35百万円 △5.4％ 

南相馬市テニスコート増設事業3億60百万円の皆増、県立特別支援学校整

備事業1億29百万円の皆増、復興関連道路整備事業1億16百万円の皆増、

小中学校トイレ様式化事業96百万円の皆増、公共施設再生可能エネルギ

ー等導入事業4億58百万円の減、子どもの遊び場整備事業3億25百万円の

皆減、パークゴルフ場整備事業2億84千円の減などによる。 



                     

 

- 14 - 
 

・災害復旧事業 27億9百万円 対前年度比 18億59百万円増 218.6％増 

過年発生公共災害復旧事業（農地農業用施設）17億33百万円の皆増、過

年発生公共災害復旧事業（都市公園施設）1億77百万円の増、過年発生公

共災害復旧事業（道路橋梁施設）1億80百万円の減、過年発生公共災害復

旧事業（防災施設・設備）36百万円の減などによる。 

 

ウ そ の 他  ７８５億７６百万円 対前年度比 138億62百万円増 21.4％増 

 

・物 件 費   631億85百万円 対前年度比  122億円増 23.9％増 

除去土壌等仮置場設置管理事業72億49百万円の増、生活圏除染事業33億

70百万円の増、事後モニタリング・フォローアップ除染事業31億49百万

円の皆増、災害廃棄物処理対策事業18億59百万円の減、農地除染事業3

億94百万円の減、植物工場整備事業3億39百万円の減、ふくしま森林再生

事業2億60百万円の減などによる。 

 

・補助費等    64億44百万円 対前年度比 △16億74百万円 △20.6％ 

農山村地域復興基盤総合整備事業負担金1億14百万円の増、子育て等世帯

定住促進事業97百万円の皆増、復興住宅施設建設促進事業補助金65百万

円の増、福島県営農再開支援事業補助金8億90百万円の減、病院事業会計

負担金2億39百万円の減、がけ地近接等危険住宅移転事業補助金2億27百

万円の減などによる。 

 

・そ の 他    89億46百万円 対前年度比 33億36百万円増 59.5％増 

           工場用地等整備事業特別会計繰出金28億27百万円の増、帰還環境整備交

付金基金積立金6億70百万円の皆増、庁舎建設基金積立金2億円の皆増、

宅地造成事業特別会計貸付金1億28百万円の皆増、東日本大震災復興交付

金基金積立金7億34百万円の減、農業集落排水事業特別会計繰出金1億35

百万円の減などによる。 
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一般会計歳出性質別分類表

（単位：千円 ・ ％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

人 件 費 4,873,182 4.8 5,028,716 5.5 △ 155,534 △ 3.1

扶 助 費 4,099,838 4.0 3,703,595 4.0 396,243 10.7

公 債 費 2,969,730 2.9 3,526,697 3.9 △ 556,967 △ 15.8

小　　　計 11,942,750 11.7 12,259,008 13.4 △ 316,258 △ 2.6

普 通 建 設 事 業 9,088,570 8.9 13,755,349 15.0 △ 4,666,779 △ 33.9

うち補助事業 6,704,645 6.6 11,236,124 12.3 △ 4,531,479 △ 40.3

うち単独事業 2,383,925 2.3 2,519,225 2.7 △ 135,300 △ 5.4

災 害 復 旧 事 業 2,708,862 2.6 850,191 0.9 1,858,671 218.6

小　　　計 11,797,432 11.5 14,605,540 15.9 △ 2,808,108 △ 19.2

物 件 費 63,185,088 61.8 50,984,757 55.7 12,200,331 23.9

補 助 費 等 6,444,494 6.3 8,118,480 8.9 △ 1,673,986 △ 20.6

そ の 他 8,946,221 8.7 5,610,590 6.1 3,335,631 59.5

小　　　計 78,575,803 76.8 64,713,827 70.7 13,861,976 21.4

102,315,985 100.0 91,578,375 100.0 10,737,610 11.7

増減率

義
　
務
　
的
　
経
　
費

投
　
資
　
的
　
経
　
費

そ
　
の
　
他

合　　　　　計

　区　　　　分

平成２８年度
当初予算額

平成２７年度
当初予算額

比　較

 

 

 

 

 

 

 



                     

 

- 16 - 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 



                     

 

- 17 - 
 

（３） 特別会計の概要（１１特別会計、４企業会計） 

①国民健康保険特別会計 

暫定的な予算措置であるが、対前年比73,170千円（0.6%）減少し、歳入歳出総

額が12,387,816千円となった。 

 

②介護保険特別会計 

保険給付費等の見込額を措置するもので、対前年比422,220千円（6.7%）増加し、

歳入歳出総額が6,750,468千円となった。 

 

③育英資金貸付特別会計 

貸付及び返還に係る所要見込額を予算計上するもので、対前年比3,213千円

（7.2%）減少し、歳入歳出総額が41,315千円となった。 

 

④簡易水道事業特別会計 

簡易水道事業の管理運営費などを予算計上するもので、小高北部簡易水道整備

事業費などの減により、対前年比31,219千円（15.2%）減少し、歳入歳出総額が

173,644千円となった。 

 

⑤介護サービス事業特別会計 

第２デイサービス建設に係る元利償還金を予算計上するもので、対前年同額で、

歳入歳出総額が11,474千円となった。（平成36年度償還終了） 

 

⑥亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計 

亜炭鉱害に係る水処理施設の運営経費を予算計上するもので、対前年比1,514

千円（6.4%）減少し、歳入歳出総額が22,050千円となった。 

 

⑦農業集落排水事業特別会計 

農業集落排水事業の施設維持管理費などを予算計上するもので、鹿島西部地区

農業集落排水処理施設拡張事業などの減により、対前年比127,729千円（27.9%）

減少し、歳入歳出総額が330,860千円となった。 

 

⑧工場用地等整備事業特別会計 

工場用地等に係る償還金及び渋佐・萱浜工業用地造成事業などを予算計上する

もので、対前年比2,825,318千円（1,538.2%）増加し、歳入歳出総額が3,008,995

千円となった。 
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⑨太田財産区特別会計 

太田財産区の管理運営に係る経費を予算計上するもので、対前年同額で、歳入

歳出総額が1,012千円となった。 

 

⑩後期高齢者医療特別会計 

後期高齢者医療に要する経費を予算計上するもので、対前年比49,349千円

（7.2%）増加し、歳入歳出総額が737,725千円となった。 

 

⑪宅地造成事業特別会計 

宅地造成に要する経費を予算計上するもので、対前年比620,407千円（71.2%）

減少し、歳入歳出総額が251,058千円となった。 

 

⑫水道事業会計 

収益的支出については、小高水道事業は業務費で増するものの、原町水道事業

で減価償却費の減などにより、対前年比49,558千円（5.0%）減少し、941,684千円

となった。 

資本的支出については、小高水道事業は配水設備費で配水管布設事業の皆減、

原町水道事業は配水設備費で経年管更新事業費などの増により、対前年比21,886

千円（4.1%）増加し、554,633千円となった。 

 

⑬病院事業会計 

収益的支出については、給与費の増などにより、対前年比282,343千円（6.0%）

増加し、5,024,667千円となった。 

資本的支出については、建設改良費で脳卒中センター整備事業及び電子カルテ

システム導入事業の減などにより、対前年比 1,544,265千円（33.9%）減少し、

3,015,016千円となった。 

 

⑭工業用水道事業会計 

収益的支出については、原水及び浄配水費で牛来浄水場除染作業業務委託費の

増などにより、対前年比42,872千円（12.6%）増加し、382,291千円となった。 

資本的支出については、原水及び浄水設備費で牛来浄水場中央監視設備工事費

の減などにより、対前年比79,332千円（61.6%）減少し、49,471千円となった。 

 

⑮下水道事業会計 

収益的支出については、処理場費で鹿島浄化センター及び高松浄化センター除

染業務委託費の増などにより、対前年比66,113千円（4.0%）増加し、1,699,884

千円となった。 

資本的支出については、処理場建設費で高松浄化センター機械・電気設備改築
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工事の減などにより、対前年比26,078千円（1.8%）減少し、1,404,735千円となっ

た。 



（４）平成２８年度行政経営方針に掲げる方針別主要施策

※方針毎の事業費は、一般会計については本資料掲載の主要事業の事業費及び施策
　 等に分類される未掲載のその他の事業の事業費を合算して表示している。特別会計

新 ：新規事業 　 及び企業会計については、本資料掲載事業の事業費を表示している。
拡 ：拡充事業 ※一つの事業を方針別に分割して表示している事業は、平成28年度事業費を（　）表示

　 している。
※予算額は左側が平成28年度、右側（　）が平成27年度当初予算額
※億円表示については、それぞれ端数調整しており、端数において一致しないものがあ
　 る。

○除染の推進（510.4億円）
平成28年度 平成27年度

生活圏除染事業（P114） 23,127,202 (19,757,434)千円

除去土壌等仮置場設置管理事業（P116） 20,725,023 (13,476,110)千円

新 事後モニタリング・フォローアップ除染事業 3,149,176 (-)千円

（P116）

農地除染事業（P116） 1,054,608 (1,448,570)千円

農地除染関連事業（P116）　 2,836,305 (2,684,240)千円

　放射線量低減化のため、除染実施計画に基づく生活圏の除染を実施する。

　除染により発生した除去物の管理のため、仮置場を設置し管理する。

　除染効果を確認するため、除染が終了した地域ごとに事後モニタリングを実施
し、モニタリングの結果、効果が維持されていない箇所についてはフォローアッ
プ除染を実施する。

　放射線量低減化のため、除染実施計画に基づく農業用施設の除染を実施する。

　一時集積所から仮置場へ除染除去物を搬出し、一時集積所を撤去する。また、
追加して除染の必要が生じた農地の除染を行う。

最重点方針１ 「復興事業の優先的実施」

〈一般会計629.2億円、企業会計3.2億円〉
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文化財施設表土改善事業（P248） 148,311 (-)千円

○災害に強い都市基盤の整備（一般会計14.7億円、企業会計3.2億円）

海岸防災林造成関連事業（P164） 5,000 (24,000)千円

防災集団移転関連道路整備事業（P200） 219,074 (254,540)千円

社会資本整備総合交付金事業（復興） 485,284 (304,100)千円

（P200）

社会資本整備総合交付金事業（復興） 429,300 (185,900)千円

（P204）

長期避難者生活拠点形成事業（原町区） 123,600 (-)千円

（P204）

過年発生公共災害復旧事業（道路橋梁 (118,700) (342,876)千円

施設）（P254）

　放射線量低減化のため、桜井古墳公園の除染を実施する。

　海岸防災林の再生に当たって、潮害、飛砂及び風害の防備等の災害防止機能を
高めるため、高盛土造成に係る丁張業務等を行う。

　集落間のコミュニティ確保のため、防災集団移転箇所を連絡する道路を整備す
る。（道路改良舗装　鹿島区：2-8号線、原町区：萱浜雫線）

　水災害からの安全安心確保のため、河川整備を行う。
　（河川築堤、河川護岸、橋梁詳細設計　準用河川　北原川）

　被災地域の復興等を図るため、道路の新設、現道の拡幅や舗装工事を行う。
（道路改良　鹿島区：1-7号線）

　復興公営住宅（原町区上町地内）の整備に伴い、復興公営住宅構内から接道す
る市道の拡幅整備を行う。

　東日本大震災により被災した道路橋梁施設の復旧を行う。
（鹿島区、原町区）
【事業費の一部表示】
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下水管渠整備事業（企業会計）（P302） 316,439 (295,392)千円

○農業の再生と振興（一般会計36.0億円）

新 チャレンジ作物支援事業補助金（P150） 7,000 (-)千円

拡 経営改善支援事業（P152） 14,856 (10,273)千円

農業経営人材育成事業（P154） 4,264 (4,381)千円

新 農業チャレンジマッチング事業（P154） 2,713 (-)千円

多面的機能支払交付金（P156） 137,386 (165,005)千円

福島県営農再開支援事業補助金（P160） 622,212 (1,512,630)千円

農山漁村地域復興基盤総合整備事業 (529,921) (473,004)千円

負担金（P162）

　農地及び農村の基盤となる農地・水・環境の良好な保全、質的向上を図る活動
組織を支援する。

　農業者が円滑に営農活動を再開できるよう、営農再開を目的として行う一連の
取り組みを切れ目なく支援する。

　農地・農業用施設復旧のため、県営農山漁村地域復興基盤総合整備事業に対し
て市負担金を拠出する。
【事業費の一部表示】

　居住環境の向上を図るため、下水管渠築造等を行う。

　農林水産業再興プランに位置付けるチャレンジ作物の産地化を図るため、新た
に作付けする農業者等に対して補助金を交付する。

　農業経営の改善を支援するため、効率的かつ安定的な農業経営を営む者等に対
する各種取り組みを実施して支援する。（拡充内容：販路開拓への支援）

　南相馬農業の将来を担う人材を確保するため、「南相馬農業復興チャレンジ
塾」を実施し、経営感覚に優れた農業者等の育成を図る。

　個々の農業者の必要な経営ノウハウへのアドバイスや技術習得等に向けた研修
等のマッチングを行い、将来の農業を担う農業者の確保と経営チャレンジができ
る農業者の育成を図る。
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植物工場整備事業（P164） 791,185 (1,817,930)千円

農山村地域復興基盤総合整備事業 (113,062) (34,563)千円

負担金（P166）

農業水利施設等保全再生事業（P168） 368,318 (198,000)千円

水稲作付再開奨励事業（P170） 81,837 (-)千円

被災地域農業復興総合支援事業（P170） (434,876) (541,676)千円

鳥獣被害防止緊急対策事業3事業 69,559 (75,233)千円

（P170）

○再生可能エネルギーの活用促進（一般会計0.9億円）

再生可能エネルギー導入促進事業 4,321 (3,659)千円

（P54）

　農業の復興再生を図るため、植物工場を整備する。

　復興の加速化に必要な農業生産基盤整備である県営農山村地域復興基盤総合整
備事業に対して市負担金を拠出する。
【事業費の一部表示】

　農業水利施設としてのため池機能を保全し、放射性物質に汚染されたため池内
の土砂等の拡散を防止するための対策を実施する。

　東日本大震災及び原子力災害に伴い、水稲が長期不作付状態にあることから、
早期の営農再開を促進するため、水稲作付再開をした農業者に対し奨励金を交付
する。

　東日本大震災及び原子力災害に伴い、被災した農業者の営農再開を支援するた
め、被災農業者等の経営体に対し、農業用機械及び施設等を無償貸与する。
【事業費の一部表示】
　※事業名変更により平成27年度事業費は旧事業名の額を表示

　原子力災害により農産物生産の断念を余儀なくされた避難区域や作付制限区域
等における鳥獣被害を防止するため、有害鳥獣の捕獲等を実施する。

　南相馬市再生可能エネルギー推進ビジョンに基づき、再生可能エネルギー導入
を推進するため、普及啓発や各関係機関との連絡調整を図る。
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拡 家庭の創エネ・省エネ・蓄エネ促進支援 70,280 (70,625)千円

事業補助金（P70）

○その他（一般会計67.2億円）

災害廃棄物処理対策事業2事業（P110） 2,627,936 (4,486,939)千円

浄化槽設置整備復興事業補助金（P134） 51,936 (69,535)千円

新 鮭繁殖施設整備事業（原町区）（P166） 28,476 (-)千円

ふくしま森林再生事業（P174） 319,800 (579,640)千円

防災集団移転促進事業（P198） (442,456) (284,061)千円

津波被災地立竹木等撤去事業（P198） 58,348 (-)千円

　東日本大震災により被害を受けた住宅等の再建を支援するため、低炭素社会対
応型合併処理浄化槽を設置する者に対して補助金を交付する。

　東日本大震災の津波により甚大な被害を受けた新田川の鮭ふ化施設の修繕等を
行う。

　森林の有する多面的機能の発揮確保のため、森林所有者等による森林整備が停
滞している森林について、間伐などの森林整備と放射性物質対策を一体的に実施
する。

　被災地域住民の安全確保のため、集団移転を支援する。
【事業費の一部表示】

　防災集団移転促進事業で買い上げた土地の有効利用を図るため、跡地利用が決
定している事業対象地区の残留物の撤去を実施する。

　家庭における再生可能エネルギーの導入による「創エネ」、「省エネ」、「蓄
エネ」を推進するため、住宅用太陽光発電システム、家庭用エネルギー管理シス
テム（ＨＥＭＳ）、蓄電池システム及び電気自動車用充給電設備を設置する者に
対して補助金を交付する。
（拡充内容：蓄電池システム及び電気自動車用充給電設備の補助対象追加）

　速やかな復旧・復興の推進を図るため、東日本大震災により発生した災害廃棄
物の処理等を実施する。
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がけ地近接等危険住宅移転事業補助金 250,000 (477,213)千円

（P200）

被災住宅再建支援事業補助金（P202） 84,600 (253,800)千円

過年発生公共災害復旧事業（都市公園 511,694 (335,000)千円

施設）（P254）

過年発生公共災害復旧事業（防災施設・ 27,384 (62,917)千円

設備）（P256）

○生活環境の整備（一般会計10.0億円、特別会計0.8億円）

旧警戒区域見守りパトロール事業（P76）　 118,761 (118,735)千円

新 旧警戒区域内等安心通報システム事業 16,669 (-)千円

（P76）

　災害危険区域からの移転を促進するため、個人移転により住宅の再建を行う者
に対して補助金を交付する。

　東日本大震災の津波、地震により被災した住宅の再建支援のため、住宅の再建
を行う者に対して補助金を交付する。

　東日本大震災により被災した都市公園の復旧を行う。

　東日本大震災により被災した消防団の屯所の復旧及び本復旧完了までの仮設屯
所を設置する。

　旧警戒区域内の安全安心確保のため、パトロールを実施する。
　※計上款変更のため、平成27年度事業費は旧款計上の額を表示

　旧警戒区域内等の希望世帯に安心通報装置を貸与し、犯罪や災害急病等の緊急
時に迅速かつ正確な救援ができる体制を整備する。

最重点方針２ 「避難指示区域の再生」

〈一般会計46.1億円、特別会計0.8億円、企業会計1.1億円〉
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居住再開支援住宅清掃事業補助金 18,000 (54,000)千円

（P140）

井戸整備事業補助金（P140） 50,000 (-)千円

拡 街路灯整備事業補助金（小高区）（P174） 33,178 (2,040)千円

小高区仮設店舗開設事業（小高区） 27,038 (22,370)千円

（P188）

新 社会資本整備総合交付金事業（道路 (15,750) (-)千円

維持）（P188）

社会資本整備総合交付金事業（P190） (275,150) (167,800)千円

社会資本整備総合交付金事業（橋梁 (62,600) (75,300)千円

維持）（P192）

　未給水区域等において安心できる飲用水等の確保を図るため、震災により給水
施設が破損・汚損し使用不能となった井戸の整備経費に対して補助金を交付す
る。

　商業の振興と活性化及び防犯に資するため、街路灯管理運営に対して補助金を
交付する。（拡充内容：街路灯のＬＥＤ化、建替え）

　帰還住民の生活基盤を確保し、帰還促進を図るため、生活必需品等を販売する
仮設店舗を開設する。

　交通事故を未然に防止するため、市道の舗装修繕を計画的に実施する。
（小高区：浦尻川房線）
【事業費の一部表示】

　地域の良好な生活環境確保を図るため、道路の新設、現道の拡幅及び舗装工事
を実施する。（小高区：琵琶橋線）
【事業費の一部表示】

　交通事故を未然に防止するため、市道橋の維持修繕を実施する。
（小高区：学校橋ほか）
【事業費の一部表示】

　居住再開にあたり汚損等の被害を受けた避難指示区域内の住宅について、市が
指定する清掃業者等による屋内の清掃を実施する世帯に対して補助金を交付す
る。
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新 復興関連道路整備事業（P200） 116,000 (-)千円

新 スマートインターチェンジ整備事業（P200） (9,500) (-)千円

過年発生公共災害復旧事業（道路橋梁 (63,000) (19,300)千円

施設）（P254）

小高北部簡易水道整備事業（特別会計） 80,290 (118,074)千円

（P268）

○医療・福祉体制の確保（一般会計1,080千円、企業会計1.1億円）

医療施設生活環境整備事業（P138） 1,080 (160)千円

拡 小高病院の運営（企業会計） 110,979 (102,450)千円

○小中学校、幼稚園、保育園の再開（一般会計1.2億円）

小高区小中学校再開事業2事業（P244） 97,504 (83,372)千円

　小高区内の小学校及び中学校を再開するため、必要となる施設・設備等の整備
を行う。

　安全でひとにやさしい道づくりを推進するため、市道町中央線の歩道修繕を実
施する。

　小高区へのスマートインターチェンジの整備促進に向け、基礎調査を行う。
【事業費の一部表示】

　東日本大震災により被災した道路橋梁施設の復旧を行う。
（小高区：2か所）
【事業費の一部表示】

　市民生活環境の向上を図るため、給水区域の拡大を図る。

　医療機関の再開に向けて、施設の清掃等を実施する。

　小高区内で安心して医療が受けられる環境の拡充を図るため、診療体制につい
て平成28年4月から週5日体制を確立する。
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新 小高区保育・教育施設再開整備事業 19,214 (-)千円

（P246）

○公共交通対策（一般会計0.4億円）

一時帰宅交通支援事業（P74） 38,756 (41,861)千円

○コミュニティ再生支援（一般会計0.4億円）

まちづくり委員会支援交付金（P54） (3,000) (3,000)千円

地域の絆づくり支援事業補助金（小高区） 3,700 (3,700)千円

（P64）

高校生による「小高区への提案」事業 919 (1,214)千円

（P74）

新 小高区復興デザイン協働創生事業 11,023 (-)千円

（P74）

　小高区内での学校再開と同時期に、小高幼稚園を子育て機能を有する施設とし
て開所するため、必要となる施設整備、修繕等を行う。

　高齢者等の交通手段を持たない市内の仮設住宅や借り上げ住宅等の避難者に対
して、一時帰宅をする場合の移動手段を提供するため、ジャンボタクシーを運行
する。

　地域課題の解決や地域資源を活かした地域づくりを住民自らが計画し、実施す
るまちづくり委員会に対して支援を行う。（小高区3地区）
【事業費の一部表示】

　地域コミュニティの活性化によって地域の絆を再生するため、住民自らが絆づ
くりを行うために実施する事業に対し、経費の一部を助成する。

　小高区の復興を自らの課題として捉え、若者の視点で復興方策を提案するとと
もに、自ら率先してふるさと再生に向けた事業を展開する。

　原子力災害により被災した状態から元の姿を取り戻すための復旧や、より望ま
しい形への復興を進めるため、地域住民と行政・専門家等が「協働」する役割分
担を確立する。
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帰還者生活再建支援事業（P78） 10,638 (10,610)千円

○その他（一般会計34.1億円）

農山漁村地域復興基盤総合整備事業 (36,341) (36,259)千円

負担金（P162）

震災対策農業水利施設整備事業（P164） 30,000 (39,200)千円

農山村地域復興基盤総合整備事業 (67,263) (32,062)千円

負担金（P166）

被災地域農業復興総合支援事業（P170） (124,897) (-)千円

防災集団移転促進事業（P198） (712,711) (2,800,000)千円

過年発生公共災害復旧事業（農地農業用 550,683 (-)千円

施設（P252）

　被災地域住民の安全確保のため、集団移転を支援する。（移転元買取り等）
【事業費の一部表示】

　東日本大震災により被災した農地・農業用施設の復旧を行う。

　帰還意欲の促進と帰還後の安定した生活確保を図るため、生活再建に寄与する
地域再生事業を実施する団体に対して補助金を交付する。

　農地・農業用施設復旧のため、県営農山漁村地域復興基盤総合整備事業に対し
て市負担金を拠出する。
【事業費の一部表示】

　農業用水利施設（ため池等）の耐震性検証及びハザードマップを作成する。

　復興の加速化に必要な農業生産基盤整備である県営農山村地域復興基盤総合整
備事業に対して市負担金を拠出する。
【事業費の一部表示】

　東日本大震災及び原子力災害に伴い、被災した農業者の営農再開を支援するた
め、被災農業者等の経営体に対し、農業用機械及び施設等を無償貸与する。
【事業費の一部表示】
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過年発生公共災害復旧事業（農地農業用 1,182,100 (-)千円

施設）（米々沢外２地区）（P254）

○市民活動の活性化（一般会計0.2億円）

まちづくり活動支援事業補助金（P52） 4,500 (4,500)千円

まちづくり市民活動団体支援事業（P54） 7,825 (5,976)千円

新 第２２回全国報徳サミット南相馬市大会 7,700 (-)千円

開催事業（P224）

○地域コミュニティの再生と新たな地域の絆の形成（一般会計0.6億円）

まちづくり委員会支援交付金（P54） (6,000) (6,000)千円

拡 集会施設整備事業補助金2事業（P60） 27,462 (41,881)千円

　東日本大震災により被災した農地・農業用施設の復旧を行う。

　まちづくりを通じた市民活動団体の育成のために、市民活動団体が自主的、主
体的に実施する事業に対して、経費の一部を助成する。

　まちづくり市民活動団体の育成支援、ネットワーク化、情報提供等を図り、公
益活動支援を推進するため、中間支援組織である市民活動サポートセンターへ運
営経費について助成する。

　報徳仕法の教えを時代を超えて継承し、心豊かなまちづくり・ひとづくりを進
めるため、平成28年10月に全国報徳サミットを本市で開催する。

　地域課題の解決や地域資源を活かした地域づくりを住民自らが計画し、実施す
るまちづくり委員会に対して支援を行う。（鹿島区4地区、原町区2地区）
【事業費の一部表示】

　活力と魅力ある行政区の維持及び発展のため、集会施設等の新築・改修及びコ
ミュニティ維持に必要な備品の整備に対して支援する。
（拡充内容：備品整備事業の追加、補助率・上限額の引き上げ）

重点方針１ 「地域の絆づくりと安心生活の再生」

〈一般会計22.7億円、特別会計1.2億円、企業会計24.5億円〉
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拡 地域の絆づくり支援事業補助金2事業 17,270 (16,100)千円

（P64）

仮設借上見守り訪問事業（P112） 9,360 (8,542)千円

○高齢者が健康で生きがいをもって生活できる環境の整備

　　（一般会計0.1億円、特別会計0.1億円）

老人クラブ活動等社会活動促進事業 4,717 (4,529)千円

補助金（P86）

筋力向上トレーニング事業（特別会計） 9,330 (9,605)千円

（P260）

地域介護予防支援事業（特別会計） 1,478 (1,246)千円

（P260）

○健康管理対策の推進（一般会計3.6億円）

健康診査事業（P124） 113,797 (113,540)千円

　高齢者が地域でお互いに交流を持ち、要介護状態や認知症にならないように、
介護予防に関する活動が地域で自主的にできるよう支援する。

　市民の健康保持増進を図るため、各種がん検診を実施する。

　地域コミュニティの活性化によって地域の絆を再生するため、住民自らが絆づ
くりを行うために実施する事業に対し、経費の一部を助成する。
（拡充内容：閉区行政区、統合行政区、復興公営住宅等立地行政区への支援追
加）

　新たなコミュニティ構築による引きこもり防止や被災者による相互支援体制の
強化を図るため、仮設住宅等で暮らす被災者への訪問活動を実施する。

　高齢者の生きがいを高め、健康増進・社会参加を促すため、老人クラブ活動を
支援するとともに、老人クラブの育成を促進する。

　高齢者の加齢に伴う運動機能の低下防止を図るため、高齢者向けのトレーニン
グ機器を使用した介護予防に資する運動教室を実施する。
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健康管理支援事業（個人線量計）（P138） 100,483 (111,533)千円

放射線被ばく検診事業（P138） 113,922 (108,010)千円

○放射線に関する情報提供（一般会計1.7億円）

拡 放射線健康相談事業（P138） 73,979 (20,616)千円

食品等放射能簡易分析事業（P140） 34,246 (59,495)千円

飲用井戸水核種濃度及び水質測定事業 (23,598) (23,598)千円

（P140）

○地域医療・福祉提供体制の充実

　　（一般会計12.1億円、特別会計1.1億円、企業会計24.5億円）

新 公立双葉准看護学院用地整備事業 16,396 (-)千円

（P70）

　市民の不安軽減や自身の健康管理につなげるため、個人線量計を貸与し放射線
量を測定するとともに、内部、外部被ばく検査結果における放射線の健康影響を
分析検討し、その内容を市民に情報提供する。

　市民の健康不安の軽減と健康管理のため、ホールボディカウンターによる内部
被ばく検査を実施する。

　市民の放射線への不安を軽減するため、個別訪問を主とした相談を実施する。
（拡充内容：相談員の増員）

　食に対する安全安心の確保を図るため、食品等放射能簡易分析装置を各生涯学
習センターなどに配置し、自家消費野菜等の検査を実施する。

　市民生活の安全安心の確保を図るため、飲用井戸水核種濃度及び水質を測定す
る。（鹿島区１５０か所、原町区８００か所）
【事業費の一部表示】

　休校中の公立双葉准看護学院の一時再開のため、市有地を提供し、看護学校用
地として整備する。
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地域福祉総合対策事業補助金（P78） 11,176 (11,209)千円

新 地域医療介護総合確保基金事業補助金 37,589 (-)千円

（P86）

緊急通報システム事業（P90） 15,920 (10,115)千円

新 徘徊高齢者等早期身元特定事業（P90） 324 (-)千円

新 高齢者生活支援ハンドブック作成事業 2,742 (-)千円

（P90）

高齢者等生活支援巡回バス運行事業 25,327 (25,224)千円

（P112）

介護員養成事業（P116） 13,585 (13,132)千円

　高齢者が日常生活を送るうえでの生活支援サービス、その他情報をわかりやす
くまとめた冊子を作成し、65歳以上の高齢者がいる全世帯に配布する。

　仮設住宅等に入居している高齢者等の通院手段の確保及び買い物等の生活支援
を図るため、仮設住宅地域と市内病院や公共施設等を巡回するバスを運行する。

　介護スタッフを養成するため、養成講座を開催する。（募集定員合計80人）

　地域に即し創意工夫を行った福祉サービスを提供するため、地域福祉活動、ボ
ランティア活動の推進等の事業を行う社会福祉協議会に対して補助金を交付す
る。

　小規模多機能型居宅介護事業所の整備を行う事業者を支援するため、建設及び
施設開設に係る経費に対して補助金を交付する。

　人命の安全確保及び生活不安を解消するため、概ね６５歳以上のひとり暮らし
高齢者等に緊急通報装置を貸与する。

　高齢者とその擁護者の安全安心確保のため、徘徊の恐れがある高齢者情報を予
め登録したＱＲコードシールを擁護者に交付し、万一徘徊が発生し警察等に保護
された場合でも早期に身元を特定し、擁護者のもとへ帰す仕組みを構築する。
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新 地域医療提供体制整備事業補助金 50,000 (-)千円

（P132）

看護師等修学資金貸与事業（P134） 46,369 (29,015)千円

包括的支援事業（特別会計）（P262） 108,695 (100,031)千円

脳卒中センター整備事業（企業会計） 2,403,278 (3,339,854)千円

（P292）

○暮らしの安全と防災施設の充実（一般会計2.9億円）

新 公衆無線ＬＡＮ環境構築事業（P56） 8,901 (-)千円

拡 交通対策一般経費（P58） 7,295 (1,451)千円

拡 交通対策協議会運営費補助金（P58） 3,000 (1,500)千円

　市内に新たに診療所を開設する開業医を誘致するため、その開設に必要な費用
のうち医療行為に直接必要となる施設整備費等に対して補助金を交付する。

　市内医療体制の回復と維持を図るため、看護師等を養成する学校等に在学する
者に対して修学資金の貸与を行う。

　地域包括支援センターを設置し、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を
包括的に支援する。

　脳卒中医療に十分に対応できるよう相双地方の中核施設として脳卒中センター
を建設する。

　本市を訪れる観光客に対する利便性の向上及び災害時における情報発信と観光
客及び住民の情報収集の迅速化を図るため、市内の拠点施設に公衆無線ＬＡＮ環
境を構築する。（道の駅南相馬、市民文化会館、鹿島生涯学習センター）

　市内から悲惨な交通事故をなくすため、交通安全推進事業を行う。
（拡充内容：地域交通安全夜間パトロールの実施、ソーラー式ＬＥＤ赤色回転灯
設置）

　交通事故の撲滅を目指し、交通安全を推進する取り組みに対して補助金を交付
する。（拡充内容：交通安全啓発事業の追加）
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新 消費生活相談推進事業（P62） 7,830 (-)千円

拡 防犯カメラ設置事業（旧警戒区域外） 22,453 (8,734)千円

（P74）

防災まちづくり事業（P206） 19,364 (21,641)千円

消防施設整備事業（P208） 83,988 (7,444)千円

広域消防鹿島分署整備事業（P208） 21,607 (8,551)千円

新 避難行動要支援者対策事業（P210） 9,999 (-)千円

防災備蓄倉庫整備事業（P210） 19,278 (-)千円

避難所看板等整備事業（P210） 43,601 (26,028)千円

　災害に強いまちづくりを推進するため、耐震性貯水槽などを整備する。
（耐震性貯水槽新設：鹿島区、原町区：各1か所、津波一時避難場所照明設置）

　消防力の充実強化を図るため、消防団の屯所、ホース乾燥塔等を整備する。
（屯所2か所、ホース乾燥塔4か所など）

　南相馬消防署鹿島分署の改築に伴い、実施設計を実施する。

　避難行動要支援者の支援体制の確立を図るため、避難行動要支援者名簿の整備
を行う。

　災害発生時に必要な食糧、水、毛布等の物資を備蓄するため、防災拠点となる
防災備蓄倉庫を整備する。

　避難体制の強化及び防災意識の高揚を図るため、避難所、避難路、海抜・津波
到達地点の表示板の整備を行う。

　市民の消費生活の安全安心を確保するため、消費生活センターの設置に向け
て、相談員の養成や施設の整備を行う。

　市内の防犯体制を強化するため、防犯カメラを設置する。
（拡充内容：15か所増設）
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○公共交通の充実（一般会計513千円）

総合交通体系推進事業（P54） 513 (9,042)千円

○その他（一般会計1.5億円）

生涯学習センター施設営繕事業（P226） 26,336 (-)千円

○未来を担う地域リーダーの育成（一般会計3,473千円）

南相馬みらい創造塾事業（P54） 3,473 (3,138)千円

○子供の医療環境の確保（一般会計0.3億円）

夜間小児科・内科初期救急医療事業　 8,104 (7,905)千円

（P120）

小児用インフルエンザ予防接種支援事業 19,177 (18,904)千円

（P138）

　地域一体となった持続的な公共交通システムの構築を目指すため、南相馬市公
共交通活性化協議会に負担金を拠出する。

　施設利用者の安全性及び利便性向上のため、生涯学習センターの修繕を行う。
（4生涯学習センターへの冷暖房設備設置など）

　協働のまちづくりを推進するため、「南相馬市みらい創造塾」を開催し、市の
将来を担う若い人材を育成する。

　市民の健康を守るため、夜間の初期救急医療体制を整備する。
　診療場所：小野田病院
  受付時間：土日祝日年末年始　午後7時～午後9時30分

　子どもの疾病予防と健やかな成長の促進を図るため、小児インフルエンザ予防
接種費用の一部を助成する。

重点方針２ 「未来を担う人を育む環境の充実」

〈一般会計18.3億円〉
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○子育て世帯が安心して出産・育児ができる環境整備（一般会計9.0億円）

子育て応援基金助成事業（P94） 15,000 (15,000)千円

乳幼児子ども医療費助成事業（P96） 181,489 (181,355)千円

ようこそ赤ちゃん誕生祝い品支給事業 8,771 (-)千円

（P96）

〈※保育園保育料・幼稚園授業料無料化事業関係〉

新 認定こども園・地域型保育事業所保護者 24,936 (-)千円

助成事業補助金（P94）　　　　　

認可外保育所入所者支援事業（P94） 13,373 (14,616)千円

私立幼稚園保護者助成事業補助金 24,696 (23,275)千円

（P220）

放課後児童健全育成事業（P100） 91,905 (77,983)千円

　子育ての良好な環境及び子どもの健全な育成のため、出生から１８歳までの子
どもの医療費の一部を助成する。

　子どもの誕生を祝うとともに経済的支援を行うため、子どもの保護者に祝い品
を支給する。

　子育て環境の充実を図るため、認定こども園及び地域型保育事業所在園児の保
護者に助成金を交付する。

　子育て環境の充実を図るため、認可外保育施設に入所している児童の保護者に
対して保育料の一部を助成する。

　子育て環境の充実を図るため、私立幼稚園在園児の保護者に助成金を交付す
る。

　児童の健全な育成を図るため、適切な遊び及び生活の場としての児童厚生施設
等を運営する。

　地域全体で子どもと子育て家庭を応援する体制づくりを推進するため、各種団
体等が自主的・主体的に実施する子育て支援事業に対して助成する。
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子育て支援センター管理運営事業　　　 7,951 (7,590)千円

（P102）

保育園管理運営事業（P102）　 297,531 (188,078)千円

新 保育士宿舎借り上げ支援事業補助金 7,560 (-)千円

（P102）

新 保育体制強化事業補助金（P102） 4,320 (-)千円

新 幼稚園教諭宿舎借り上げ支援事業 1,680 (-)千円

補助金（P220）

新 元気あふれる幼児育成推進事業2事業 2,124 (-)千円

（P102、P220）

新 杉並文庫整備事業2事業（P104、P222） 5,658 (-)千円

　本とのふれあいによる幼児教育の充実を図るため、市内保育園、認定こども
園、幼稚園に対して、絵本や紙芝居等の図書整備を行う。

　地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図るため、支援活動の企画・調整・
育児不安等における相談指導・子育て支援サークルの育成支援等を行う。

　かしま保育園、かみまの保育園、原町あずま保育園に加え、原町さくらい保育
園を再開する。

　保育士の人材確保、保育士の就業継続及び離職防止を図り、保育士が働きやす
い環境を整備するため、市内私立保育園（所）、認定こども園に対して、保育士
の宿舎を借り上げるための経費を支援する。

　保育士の就業継続及び離職防止を図り、保育士が働きやすい環境を整備するた
め、市内私立保育園（所）、認定こども園に対して、保育士の負担を軽減する保
育支援者の配置費用を支援する。

　幼稚園教諭の人材確保、幼稚園教諭の就業継続及び離職防止を図り、幼稚園教
諭が働きやすい環境を整備するため、私立幼稚園に対して、幼稚園教諭の宿舎を
借り上げるための経費を支援する。

　各園主催による園児の体力増進、創意力発達を促す事業等に講師を派遣するな
ど、元気あふれる幼児の育成を推進する。
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母子保健事業（P122） 54,106 (54,533)千円

○生きぬく力の育成（一般会計4.4億円）

中学校部活動支援事業（P218） 13,130 (11,963)千円

特色ある学校づくり事業補助金（P238） 5,800 (7,300)千円

学習塾等と連携した学力強化推進事業 17,768 (20,608)千円

（P238）

学校図書館支援事業（P238） 28,595 (28,598)千円

スーパーティーチャー招へい事業（P238） 10,090 (9,616)千円

スクールカウンセラー等派遣事業（P240） 18,299 (-)千円

拡 ＩＣＴ利活用教育推進事業（P240） 164,847 (-)千円

　乳幼児の健康の保持増進及び保護者の支援のため、妊産婦及び乳幼児の健診・
相談・訪問指導等を実施する。

　外部指導者や中央の講師、アスリート等を招へいし、部活動の技能向上を支援
する。

　児童生徒の「生きる力」を育むため、特色ある教育活動を推進する各学校に補
助金を交付する。

　生徒の学力向上を図るため、学習塾等と連携して授業等を実施する。

　小中学校の学校図書館における自由な読書活動の推進や主体的な学習活動の支
援のため、学校図書館支援員を派遣する。

　児童生徒の学力向上及び教員の指導力向上を図るため、高い指導力を有する教
員（スーパーティーチャー）及び著名な有識者等を招へいし、授業等を実施す
る。

　スクールカウンセラー等を定期的に小中学校へ派遣し、カウンセリングを通し
て被災児童生徒の心のケアや、教職員や保護者に対して指導助言等のメンタルケ
アを行う。

　児童生徒にとって分かりやすく、学習意欲が高まる授業を実現し学力向上を図
るため、市内小中学校の全普通学級にデジタル黒板等を整備する。
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新 夢・はぐくみプロジェクト事業（P246） 3,525 (-)千円

○その他（一般会計4.6億円）

新 移動図書館管理運営事業（P226） 2,249 (-)千円

新 小中学校トイレ洋式化事業（P236） 95,662 (-)千円

新 学校施設防犯カメラ設置事業（P236） 13,068 (-)千円

○移住・定住の促進（一般会計4.7億円）

新 婚活支援事業（P54） 4,661 (-)千円

復興住宅施設建設促進事業補助金 115,000 (50,000)千円

（P184）

宅地造成事業（一般会計からの繰出等） 251,058 (871,465)千円

　学校における子どもたちの安全確保の強化を図るため、学校施設内に防犯カメ
ラを設置する。

　本市に定住する若者の確保及び少子化への対応を図るため、結婚意欲のある市
民に出会いの場や結婚に係る相談等の場を提供する。

　復旧・復興従事者等の居住施設整備促進のため、住宅施設を整備した事業者に
対して補助金を交付する。

　安心して居住できる環境整備及び定住促進を図るため、市街地に住宅用地を整
備する。

　小学生が視野を広げ、働くということについて考えを深め、将来の夢や目標を
より具体的にするきっかけづくりとするため、ＮＰＯ法人が行う復興支援事業を
活用し、小学生が大学生のボランティアスタッフと一緒に東京の大学や一流企業
を訪問する。

　市民が身近なところで等しく図書館サービスを受けられるよう、移動図書館車
を運行する。

　快適な学習環境の確保と災害時の避難施設としての充実を図るため、トイレ施
設の改修を行う。

重点方針３ 「若い世代の定住の促進」

〈一般会計47.6億円〉
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子育て等世帯定住促進事業（P202） 97,200 (-)千円

○魅力的な就労の場の確保（一般会計33.6億円）

就労人材確保支援事業補助金（P148） 4,800 (4,800)千円

企業立地促進事業助成金（P176） 320,925 (280,000)千円

基盤技術産業高度化支援事業補助金 20,000 (23,770)千円

（P178）

ロボット導入促進事業補助金（P178） 3,000 (7,000)千円

産業復興・企業誘致促進事業（P182） 9,426 (9,422)千円

渋佐・萱浜工業用地造成事業（第１期） 2,936,262 (94,513)千円

（一般会計からの繰出）

工業製品放射線量測定事業（P188） 6,480 (6,753)千円

　市内での子育て世帯及び若年夫婦世帯の定住を促進するため、民間賃貸住宅へ
入居及び住宅を取得する場合に奨励金を交付する。

　市内民間事業者の人材確保を支援するため、職業紹介事業者を介して雇用した
場合、その雇用に際し生じた費用の一部に対して補助金を交付する。

　産業の振興と雇用の創出を図るため、工場を新・増設する企業に助成金を交付
する。

　市内の機械金属加工事業者の先端技能育成、連携強化のため、試作品等開発の
取り組みに対して補助金を交付する。

　ロボット産業の発展を図るため、市内企業が研究開発したロボットの現場導入
を促進する。

　市内産業の復興と発展及び雇用の創出を図るため、既存企業の事業拡大や企業
誘致活動による新規企業の市内立地を促進する。

　雇用の場の確保・拡大を図るため、渋佐・萱浜工業用地を造成する。

　風評被害抑制のため、工業製品の放射線量を測定し、測定結果報告書を作成す
るとともに、放射線に関する技術アドバイスを行う。
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新 就業等人材確保住宅整備事業（P204） 22,700 (-)千円

○地域における創業支援（一般会計0.3億円）

産業支援センター運営費補助金（P178） 23,000 (23,000)千円

ロボット産業協議会運営費補助金（P184） 1,250 (500)千円

○街なか賑わいの創出（一般会計0.4億円）

活力ある商店街支援事業補助金2事業 32,805 (18,887)千円

（P176）

街なか賑わい創出事業（P184） 8,979 (9,465)千円

○交流人口の拡大（一般会計7.4億円）

みなみそうま復興大学事業（P70） 12,940 (-)千円

新 農家民宿支援事業補助金（P156） 5,698 (-)千円

　市内事業所等の労働力確保のため、不足している賃貸住宅について、市がリー
ス方式により住宅整備を行い、企業等に対して提供する。

　地域の中小企業者の経営革新の支援、創業支援並びに産学連携のコーディネー
ト等により地域中小企業等を総合的にサポートするため、株式会社ゆめサポート
南相馬の運営に対し補助金を交付する。

　原発廃炉や災害対応、生活関連ロボット分野への算入を図り、市内ロボット産
業の育成及び振興を図るため、南相馬ロボット産業協議会に補助金を交付する。

　商店街の活性化に向け集客力の向上と賑わいの創出を図るため、個性的かつ魅
力的な商店街の環境整備等に要する経費に対し補助金を交付する。

　旭町一丁目地内の空き店舗を利用して整備した「チャレンジショップ、市民市
場、屋台村」の管理及びイベント企画を行い、地域内空き店舗等への新規出店誘
導及び街なか賑わいを創出する。

　交流人口の拡大を図り、復興の加速化及び活性化を促進するため、多くの大学
による市内での現地調査・研究が活発に行われるよう活動支援を行う。

　地域外の消費者との交流を通じて、農林漁業生産における創意工夫や消費者と
の直接販売への展開を促進するため、農家民宿の新規開業及び再開、商品の開発
経費等に対し補助金を交付する。
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復興支援ツアー誘致事業（P186） 5,886 (4,806)千円

交流人口拡大支援事業（P186） 6,137 (9,127)千円

経済交流活性化推進事業（P186） 3,000 (2,024)千円

新 観光物産復興ＰＲ事業（P188） 1,942 (-)千円

アートによるふれあい交流事業（P228） 9,410 (3,915)千円

南相馬市・杉並区スポーツ交流事業 2,999 (4,615)千円

補助金（P248）

南相馬市スポーツ復興事業補助金 6,244 (6,244)千円

（P250）

パークゴルフ場整備事業（P252） 312,072 (596,047)千円

　市民がスポーツに親しむ機会の拡充やスポーツ団体等の活性化、震災後のス
ポーツ活動の復興を図るため、杉並区とのスポーツ交流事業を実施する。

　市民がスポーツに親しむ機会の拡充やスポーツ団体等の活性化、震災後のス
ポーツ活動の復興を図るため、本市と交流のある自治体の子どもたちを招待し、
野馬追の里健康マラソン大会を通したスポーツ交流を実施する。

　住民の運動不足の解消及び健康増進、さらには世代間交流を図るため、パーク
ゴルフ場を整備する。

　原発事故風評被害の払拭、市内消費拡大による地域経済の復興を図るため、首
都圏等からの復興支援ツアー誘致事業を実施する。

　地域間交流の拡大による地元経済活性化を図るため、市内外での交流人口拡大
活動を行う民間交流活動団体等に対して各種支援を行うとともに、市外での交流
イベントや災害時相互協定を締結した自治体との相互交流事業を実施する。

　物産事業者等が市外自治体で開催されるイベント等へ参加し、地場産品販売・
ＰＲを行うことにより、販路拡大を図る活動に対して支援を行う。

　観光物産の風評被害を払拭するとともに、観光客誘客や特産品等の販売促進を
図るため、首都圏等において観光ＰＲ及び特産品販売等の事業を定期的に実施す
る。

　市民の芸術文化にふれる機会の充実と、芸術文化による新たな「まちづくり」
の契機とするため、芸術文化による地域の再確認と可能性を探す事業を行う。
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南相馬市テニスコート増設事業（P252） 359,910 (-)千円

○その他（一般会計1.2億円）

雲雀ヶ原陸上競技場改修事業（P236） 80,954 (-)千円

　利用者の利便性の向上及び県大会以上の大会誘致を図るため、陸上競技場を改
修する。

　市民の健康増進と利用者の利便性の向上、世代間交流の促進を図るため、現在
6面整備されているテニスコートについて8面を増設整備する。
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